
事業概要一覧表

No.

所管局

費用対効果（事業の効率性）に係る所見
R1決算 R2決算 R3予算

事業費(a)

主

な

内

訳

報酬

委託料

その他

令和元年度まで実施していた委託事業を廃止したことや、新型コロ

ナウイルス感染症拡大により、対面式の会議や研修等がWEBや

書面方式に変更されたことにより、事業費が削減された。必要最小

限の人員体制で事業を達成している。

C 内部管理事業

SDGｓ

未来都市

計画の

施策との関連

ゴール

ターゲット

主な取組

   ―   

―

―

人事委員会事務局 分類

5,160

投入量

事業番号 035-002 事務事業名 人事委員会給与勧告等業務 所管課

事業内容

基本計画

2025

の施策

との関連

戦略

人件費(b)

年間経費(c)＝(a)+(b)

職員は、憲法で保障された労働基本権の一部が制約されているため、

その代償措置として、地方公務員法において規定された給与勧告など

第三者機関としての役割を果たす。　また、適正な勤務条件及び良好

な職場環境の形成に向け、職員の労働基準監督機関の機能を果た

す。
858

3,218

人事委員会事務局

負担金

需用費 501 453

3,218 5,324

2,758 2,403 3,604

756 0 0

5,324

―

　―　

―

うち一般財源

5,160

(単位：千円）

1

117 932

287 245 288

500

施策

取組の方向性

44,630 44,710 44,710

49,790 47,928 50,034
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